
 

（様式１－３） 

北上市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和元年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ３ 事業名 災害公営住宅整備事業発注支援業務（北上） 事業番号 ◆D-4-1-1 

交付団体 県 事業実施主体（直接/間接） 県（直接） 

総交付対象事業費 1,393（千円） 全体事業費 4,409（千円） 

事業概要 

 東日本大震災により住宅を失い、岩手県内陸部に避難し、みなし仮設住宅等に入居している被災者の居

住の安定を図るため、災害公営住宅を盛岡、北上、奥州、一関市内に建設し、被災者用の恒久的な住宅を

提供するに当たり、通常であれば、用地買収、造成、設計、建築工事の順で個別に発注するところである

が、今回の事業は、東日本大震災により住宅を失い、岩手県内陸部に避難し、みなし仮設住宅等に入居し

ている被災者の居住の安定を早期に図る必要があり、一刻も早く事業を完了させる必要がある。 

 そのため、盛岡市、一関市、北上市、奥州市分について、同時期に一斉に公募することを計画している

が、事務作業を一斉に少人数の県職員で行うのは限界がある。 

 ついては、発注者の能力を超える一時的な事業量の増加を解消するため、民間企業活力の活用（発注支

援業務の委託）により災害公営住宅整備事業の推進を図るべく、本事業を申請するものである。 

【岩手県東日本大震災津波復興計画 復興実施計画】 

被災者の生活の安定と住環境の再建等への支援／災害公営住宅等整備事業 

 東日本大震災により住宅を失った被災者の居住の安定を図るため、被災者用の恒久的な住宅を供給 

（事業間流用による経費の変更）（平成２９年５月１０日） 

 追加費用の必要が生じたため、陸前高田市 D-4-2 災害公営住宅整備事業（高田）より 5,115 千円（国費：

H23 繰越予算 4,092 千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 1,393 千円（国費：1,114 千円）から 6,508

千円（国費：5,206 千円）に増額。 

（事業間流用による経費の変更）（令和元年５月１０日） 

事業完了により事業費が減額したため、陸前高田市 D-1-5 まちづくり連携道路整備事業（久保～泊）へ

2,099 千円（国費：H23 繰越予算 1,679 千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 6,508 千円(国費：

5,206 千円)から 4,409 千円(国費：3,527 千円)に減額。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

平成２８年度 契約、業務実施 

平成２９年度 契約、業務実施（第１８回申請） 

東日本大震災の被害との関係 

 東日本大震災により住宅を失い、岩手県内陸部に避難しみなし仮設住宅等に入居している被災者に対し

て行った被災者意向調査の結果、北上市内への建設必要戸数は３２戸である。 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

 なし 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 D-4-1 

事業名 災害公営住宅整備事業（北上） 

交付団体 県 

基幹事業との関連性 

 災害公営住宅の建設に伴い生じる事務を委託することにより、災害公営住宅整備事業の推進を図るもの

である。 

 



Ｖｏｌ．２

復興交付金事業計画　復興交付金事業等
平成24年第2回配分は単年度型
平成24年第4回配分は基金型

（平成25年3月基金設置）
設置の有無： 令和元年６月時点

（単位：千円）

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額を減

前回まで (12,130) (0) (12,130) (12,130) (0)

今回 0 0 0 0

計 ＜12,130＞ ＜0＞ ＜12,130＞ ＜0＞ ＜12,130＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

前回まで (13,540) (0) (13,540) (11,305) (2,235) (0)

今回 0 0 0 0

計 ＜13,540＞ ＜0＞ ＜13,540＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜11,305＞ ＜2,235＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

前回まで

(1,393) (0) (1,393) (1,393) (5,115)

今回

0 0 0 △2,099

計

＜1,393＞ ＜0＞ ＜1,393＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,393＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜3,016＞

前回まで

(0) (0) (0) (959,574)

今回

0 0 0 0

計

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜959,574＞

前回まで
(0) (0) (0) (6,403)

今回
0 0 0

計
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜6,403＞

前回まで (0) (0) (0) (6,217)

今回 0 0 0

計 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜6,217＞

前回まで (0) (0) (0) (676)

今回 0 0 0

計 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜676＞

前回まで (27,063) (0) (27,063) (0) (12,130) (11,305) (2,235) (0) (1,393) (0) (0) (0) (0) (977,985)

今回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △2,099

計 ＜27,063＞ ＜0＞ ＜27,063＞ ＜0＞ ＜12,130＞ ＜11,305＞ ＜2,235＞ ＜0＞ ＜1,393＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜975,886＞

前回まで (25,670) (0) (25,670) (0) (12,130) (11,305) (2,235) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

今回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 ＜25,670＞ ＜0＞ ＜25,670＞ ＜0＞ ＜12,130＞ ＜11,305＞ ＜2,235＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

前回まで (1,393) (0) (1,393) (0) (0) (0) (0) (0) (1,393) (0) (0) (0) (0) (977,985)

今回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △2,099

計 ＜1,393＞ ＜0＞ ＜1,393＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,393＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜975,886＞

前回まで (25,670) (0) (25,670) (0) (12,130) (11,305) (2,235) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (966,467)

今回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 ＜25,670＞ ＜0＞ ＜25,670＞ ＜0＞ ＜12,130＞ ＜11,305＞ ＜2,235＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜966,467＞

前回まで (1,393) (0) (1,393) (0) (0) (0) (0) (0) (1,393) (0) (0) (0) (0) (11,518)

今回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △2,099

計 ＜1,393＞ ＜0＞ ＜1,393＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜1,393＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜9,419＞

岩手県

北上市

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「総交付対象事業費」、「各年度の交付対象事業費」、「事業間流用額」欄の上段（　）書きは、前回までに配分された額等を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（注４）「各年度の交付対象事業費」欄の中段の計数は、様式1-4の「交付対象事業費（b）」欄と必ず一致させること。

（注５）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。なお、事業間流用を行った場合は必ず流用後の全体事業費を記載する。

（注６）「全体事業期間」は、平成32年度までの事業期間を記載をする。

（注７）年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「事業間流用額」欄には流用額を、「備考」欄には年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載し、必ず様式3との整合を図ること。

（注８）担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。

0 10,812

0 1,044,029

0 25,670

0 1,018,359

0 1,033,217

～ 30◆

事業番号
（注１）

D

D

D

-

-

-

1

1

1

0 12,130

0 13,540

0 4,409

0 959,574

0 43,259

0 4,714

29 ～ 31

-

- 1

備　考（注７）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

直接 13,540 25 ～ 26

No. 事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接

-

-

北上市

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

各年度の交付対象事業費　（注４）

事業間流用
額

基金設置の時期： 北上市：有

交付
団体

1 1 GIS型防災ハザードマップ整備事業 全域 市 北上市 直接

全体事業
期間

（注６）

24 ～ 2412,130

2 2

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

7 東日本大震災特別家賃低減事業 北上 県 県 直接 4,714 31 ～

市町村名

都道県名 担当部局名

電話番号

県土整備部建築住宅課

019-629-5933

4 災害公営住宅整備事業（北上） 北上 県 県 直接

D

D

-

-

1

1

3 1
災害公営住宅整備事業発注支援業務（北
上）

北上 県 県 直接 4,409 28

959,574

6 災害公営住宅家賃低廉化事業 北上 県 県 直接 43,259 31 ～ 32

5 ◆ D - 4 - 1 - 2 災害公営住宅駐車場等整備事業（北上） 北上 県 県 直接 6,403 0 6,403 31 ～ 31

（うち効果促進事
業 等 ）

1,044,029

25,670

1,018,359

1,033,217

10,812

20 -

20 -

4 -

4 -

5 -

6 - 32

GIS型防災ハザードマップ整備事業 全域 市 北上市

　　　　

合　　 計

（ う ち県 交付 分）

（ う ち基 幹事 業）

D

（うち市町村交付
分 ）

【他事業より流用】（平成30年10月10日）
流用元：陸前高田市◆D-4-2-1災害公営住宅駐
車場整備事業（高田）
流用額：〔H25〕6,403千円（国費5,122千円）
流用後交付対象事業費：6,403千円（国費5,122千
円）

【事業完了】
単年度型（第2回配分）

【事業完了】
基金型（第4回配分、第8回増額申請）

【事業完了】
【他事業より流用】（平成29年5月10日）
流用元：陸前高田市D-4-2災害公営住宅整備事業
（高田）
流用額：〔H29〕5,115千円（国費4,092千円）
流用後交付対象事業費：6,508千円（国費5,206千円）
【他事業へ流用】（令和元年5月10日）
流用先：陸前高田市D-1-5まちづくり連携道路整備事
業（久保～泊）
流用額：[H29]2,099千円（国費：1,679千円）
流用後交付対象事業費：4,409千円（国費3,527千円）

・激甚指定、宮古市・山田町・大槌町・釜石市・大
船渡市・陸前高田市・石巻市被災者向け（岩手
県、宮城県調整済み）
【他事業より流用】（平成29年5月10日）
流用元：陸前高田市D-4-2災害公営住宅整備事
業（高田）
流用額：〔H29〕107,175千円（国費93,778千円）
流用後交付対象事業費：107,175千円（国費
93,778千円）
【他事業より流用】（平成30年5月10日）
流用元：釜石市D-4-8災害公営住宅整備事業（鵜
住居・片岸）
流用額：〔H25〕239,596千円（国費209,646千円）
流用後交付対象事業費：346,771千円（国費
303,424千円）
【他事業より流用】（平成30年10月10日）
流用元：山田町Ｄ-4-9災害公営住宅整備事業（山
田南部③）
流用額：〔H25〕351,352千円（国費307,433千円）
流用元：山田町D-4-2災害公営住宅整備事業（山
田北・中部）
流用額：〔H24〕196,399千円（国費171,849千円）
流用元：大船渡市D-4-4災害公営住宅整備事業
（大船渡）
流用額：〔H26〕65,052千円（国費56,920千円）
流用後交付対象事業費959,574千円（国費
839,626千円）

【他事業より流用】（平成31年１月11日）
流用元：大槌町D-4-4災害公営住宅整備事業（大槌）
流用額：［H31］6,217千円（国費5,439千円）
流用後交付対象事業費：6,217千円（国費5,439千円）

【他事業より流用】（平成31年１月11日）
流用元：大槌町D-4-4災害公営住宅整備事業（大槌）
流用額：［H31］676千円（国費507千円）
流用後交付対象事業費：676千円（国費507千円）

メールアドレス

担当者氏名 主査　佐々木　茂治

shige-sasaki@pref.iwate.jp


